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はじめに

't:会的トHH心、 cia:inc1uおl川 1)_;とその反対立:であり問思状討今点す1-1

52的担F-iW: (SG~~出 l 刊cJ ~;Slün) J は、行 べにむしミては、主主f} 抗的 T~'; (よなし叫に

町一千その万Uill~ でU::1[ I ，~、山政策課題の っとさ札一お J、ζ午の[本のよ富十止

I 

マごある

な定義につl

ヤジj的施奈の改革七 ':èC).ij);;撲にも|担わりじっ "'~i~ "、テ

イ入車"，には、 ます、 l 女l会的判「除 j のほか、ご

夜 E:'争中 L、に社台的包人毛/か除が政策的に取締まれている状況を見る。

書けに、社会均包摂が議論さ 1しふ tf~. ヲ f古(，.:.~討しみれ

帯日 l二、 l 排除 j、l 負汰[，、 l手:Jt'J'.:なとの恭践的そ ~!J~念の芳夫;ti (::各wn取

りがL}i..(/)方luJ性の丹市;川;主主珂士恢観する υ

な半l土、ヱス;..1'ン アンヂルセンのうr哲人 九つの伺不:H宅不知型の引依存j'T

つ出とされる「ギノス、ド 'y、スウ土 デ/:おける、貧国及C}'ソ シ可， }レ

L クスクノν」ジヨ〆と [i; う l 可家行動計l山(出，[1υn~d i¥cjon 21an) グ)内容を検討

し、各:_:ejC)特徴、弓['"十の優先片際、それぞアグ}[ヰジ)，:h白i*jj包;よる耳，羽みの

進ささI立イ7し!ノご投(})ぷ'illにつし 1て明らかに Lた町、

長夜bこ、、ノ ンヤノ・工タスクル ジ}/のゆ;定、やそのル、策アプロ チの[:

本;こjすする烹4<¥:己流月 I!J百台叫について筒平に触才したい。

:[1:す:J'i(l日)8;日Ilx



ソーンヤル命 i/クルー:/'-iへの政法 :01え記入れ現状少お米

E 社会的包摂の定義と正Uを中心とした社会的包摂政策の取

り組み状況

マ士会的排除J ・「社会的包摂J の定義

， if:，た的祈除」じら，I-jる各誌の先行(リI究任:tnicPcrcぅ出 :~h :::ハ川七 TaniJ.

B:;rchard. J;.:li (j~: Lc Cranじぷnd!)a¥;:(] Piachae:d 2:)C2:!) じよると、この言語は

10刊行 ft干ばブラシスで伝統的町会限時保11'誌でウパ されず、成長 r低光業十

円川代に氏スかり1i7..:; yえされた社会の底辺で絶望nヲ~， ;I犬川にある人々を指i 宇 E

ffとLご使われケぐた。

19ぷ()年代ぶi日から、 では貧院との単~いのブ"ジェタ?で、よれ F守主ァデ紋

われ始めるが、 4初は 部のJJLI~I主:16;'21世紀F:8J.:i上の時期Jl干おいて、白同にイJ

佳子る氏)~1-1与〉不平守的状況を、「貧国 l と衣1売することをどめり J たためと

さ ;!l ，~ c 

その í~~:月三節;。述父るょっ:.，-' t，;月年代;?かけて E 亡市町i絞~-:;-，~はめと寸るグ

ロ ノ行1-:[::\-'1与伺の雇ノ用の流動化f乃影響が拡大 7る 1 1'刊、社会 j'J排 ~.J:、!手、註国

と ~;1Rなるより多 7じ守つで苛むな己「未を:r'Tつ言葉として、 じ1I清三引の中でto季語:ニ

?をわれるよ 1にな)i.二?

Eしの基代条約のーりである 1~)f) 7年のアムスァルダム条約第1:36 条Tiよ E仁と

その方Ulli丙は 持続的な丙水準の雇用と排除止の問いによるへj'J資源の開発」

をごの目前の つにt~げた あ137条第 1Jliで ;':u的 tr~Cj キ九排除され( t ¥る

人々の絞[，-1".:こ 3 いと;-，'仁は)沼山 ~~J か支採する乞 rj庁礁に司、べながら、 [μ]全 2 J長

で、:5;u訟のE土持、 :*Hzや最良の実伐の交投の 1t~J:色、計三:的排除と副へたれの

'1，到i-S守なI[l也九のもで ttJe;-"符験の詳{曲に〆ノいプ万r1'r~;-，j_ 00問:乃効力を奨励する F児

定マゐ可 ， +.1.:会的所主J につ u、ては明はな定誌をれって， ，ないc

199:-;年の欧州委了1会じの言及じよればた会的#除こl土、人々や近代主l会の

jll!宵ゴ〕崎係、完投、↑をねカら排除する結束となる事冗[;~で安/ヒず <S~ :T:;えう。

貧困はでの畏 b 明確な，}~凶であるが、，1公可な件応、は注'C 救守、住京、コ諮!?

ピ〈への利用における，1、;'jJ";j:.l'ffi刊にも当てはまる。 1
I

(EUroPC2;，じりr円 11SSl()l1

HJ9:-Ji と!て'，'"S，

2 EUにおける f社会的包摂」対策の取り組み

Jノ/1'町市場かりの排除についしは、 1997年内 Jレクヒ/プルゲ片沼ザミノトで e

二日社 57(l 以)"1)町、7 121 



叶究ノ ト

ヨ ロッパ照同戦略を定め、その後2∞0イ|のリスボン欧州理事会で今後10イ|で

「持続可能な経治成長と、より多くかうよりn.¥， l雇用と社会的結合を伴う、[11

界で最も競争力がありダイナミックな知識に基盤を置く経済」を築くという目

標を定め、労働力半については、 2010年までにヨ一口 yパ全体内労働力半を

70%、女性の労働}J京を60%以上とする目株〉を定めた。

更にw年のスト yクホルム欧州珂事会ごは55歳かりは歳の高齢労働1Tの労働

}j平の目標を50%以 1-.6とする等かなり具体的な目標と政策実行を各阿に求め

ている。

これに対して社会的排除の目標はかなり抽象的であるコ mω年のリスボ〆欧

州珂事会では、前述のように今後111年で「より J'gミ雇用と社会的結合」を伴う

経済を築くとし、「社会的包ji¥O)推進」の内容として「貧川ライン以卜の水準

平社会的排除の中で生活する人々が数多くいることは受け人れ縦し凡年J、12000

苧末)まごに欧州埋事会は適切な目標をIG土定することで貧岡の根絶に閑しと決

定的な効思をもたらす手段を執らねばならなしミ/としている。

この円僚とは、 2000年のニース欧州浬事会で承認された「貧困と朴会的JJI除

との闘い」という共通目棋である。表 1は、その内界について具体的に抜粋し

たものだが、ぺ〉雇用の参加とすべての音の資力、権利、則、サ ピスの利用の

促進、(む排除の危険の予防、 3最も脆弱な首を援助、あらゆる関係卜iI体を動

貝、という 4本柱からなっており、失業と貧困に止まらない多様な問題意識が

児主:けられる。なお、この共通日棋は200211に一部改定されているが、表 1の

4本柱の記述に変化はなく、 冒頭部分ご次の 3dゴについて修正を加え亡いる討

CJ) }JII盟凶は、各凶の行動計幽において、 2010イ|までに貧同と社公的排除の

リスクにある人々の数をかなりの程l正減少「る Hji¥を設定する必要がある

[:lJ 

、-)戸
~~。

行動計丙の企両1、九施、経過観祭の件段階において、ジェンダーの侃凸

を|分に与噂すること。

格民となる結果と L-C、甫:商 fる古い貧困ゃ社会的排除のリスクを明確

に強制すること一

北法;)7(1'506]S川



ソーンヤル命 i/クルー:/'-iへの政法 :01え記入れ現状少お米

議 1 貧困と社会的排除Lこ対する共通目標の柱 (2000年)

l 九同¥グ.1-'&};;! j)仏~!1t ζ 、すペナ何百の (t ノJ 件利、財、寸) 乙スの不"刷 j)仏~!1t

l 疋市 ¥ν〉参臼 νj堤JL主

サべての就方陪どのふるうヰ久的'，~2 ，-f:ドJ ご!T (l) .I之\.'ifi':J+lへ山主!沼会以jtt

や~;:日号への主 r 閃去、出却此民犬同日もることで、バ乙、自:;~]~~ 'f~- rJi討議ベト請lゐ

保育 介っそ亨11事ノ水庭内''''J'歩却近上ゐEA震を党.Jr4;:; -li ;ち

e 仕合的企業円程Dt-Jる何十ドヤ，lji_J'f!険会を活用/:，

い 人的資ι原の背珂、守的組織包土肝 -7":-，:~:: 1. i'J、就労組 fJをl泊め雇用のrtl-j'，:カらに

Jヨいおミ-:H1j;1する

4ヘ、川千その董 社手 則、 十 Lメの刊行内健造

千 l' 会的 1司~æちンスフムをみ、(1'， 己、つにずLh すに匂

。ウ脆j;，;::' !1:_ll~' (< ，~~-~~:給付安全ーのX:-I.:_ f1'.:院する
-法'/j!!勺ふ-;-~J目~干lotJ"')くよ、 i九!淳 9/ら 1_ x;~、就労能力的|口J Iこより、主:への陪

，-，;，:1-フ/-，

，¥， すべどれ肯にイ11口;ごゐ f紅白l(i<;: {:;， ~ i-キ提供する政策ヘヘ:t;fJ，:茨コミ工ーラ 1 出寸 :[;，'Jノ

1'-' "， 9々の J 必裂な6!;P~GS'/汀，'") ヒス"乱気、'1':'~1也、事均等ノヨ提供ずる』化策

山ヌ施

t，干er-'れハ¥グ)-}-判、先企む状況に 1，，"，':"た見切なfて京行 LスをJrj'-~-kオろ以涜cyノバ合

'a ♂合のおてれのある八みの利五のんノj: 手~1: ir 可ち ヂの:ttWi川私サ)ヒス l 七

1:'::、 ぺポーツ、レジわー J を利 l了J日能1-':'j'--;"ザ ヒスヤ抗九ぃ!-;う抱景の拾民

件除の]スヲを予防 4るけ

仏争 L}~~泊、すノニこ ζ 主'k[ ~:;J..，I;l:係争 L 全ャ想 L ， '円高t~:..; 、 1 う ノゴ/Jz布。〉将"

的lT;戸己主を h-jに防lづG-')七、拝i 注岩三つ ズ;矧L唱寸る

ト 向情、 「促からのJ~落、下 久レえなどの祉会t!，;:T:日ミにつなかる人止のリスクど灼

IJ寸るf'l.江主仁吋l川、づる

巴 l あら lジる形態の京{'¥Cr)c-~ ずなイ総仕ヲヰ政径の五Ft

n 以も託88 なす?を t;~L山す-:;)，-，

件，1"/1:;0な貧対グ'J')スノに l首到しといる男 k'叫 P字下、下二、的包品の同誌を経験 j

るゲ〆 ノ(寓する'，0等、のに主的;.Mf¥'I:"!!!:J邑す_{，J

b ーァ:もの計会的州民主全民;1[-，tる1:T:i:Jヘ πJ;-o'い、現hi. 粁会山包説的土めりあ 1，，:デ/;-，

1チヱを主主f什ヲる

排除刀状況をたす地jえに付サる i_1)_'~I~;:'I(! な山市山公民

主jη V'，')るぬ筒、，;If+会:f1l買す必

u 社会司に判除され、いろ人々の状訓子、伶りに七Jす7，政資 rコ安拍手段が l分考長ご

れえものにな£ふつ 、以つの主!m\~意見 jL明乞り以下と討小ηIJJJ帝とし、似た j る

h' 担 F;;::へのご~-" '会あら心〆S!lk;~'~ Ç) 流しづふコ叫，

戸、広;北地 /iU)臥府守それぞれの軍兵にル l て~iJ~，'-Jる

泊νJ二調詮}合うモ，;::;¥:や情守を情詑 9る

。社公的におれJ、主れ L い;..)-~→ヴJ ズにflλ~ つi一行政やネ主主小り l'スを怜正 9心、

令 料スタップの汁;出 f下れごいる苫の二三 ，対すも感院や高山.{，

日l 宮民日j!， è あり叩る!千子出1不問。J;kj ;i戸とハー l ァーンノプを 1)J!::ì~ r ，Z-_叫 iこ

。さまざまな形のち'~除この|ぎ，j，，:二 社ぷl拍ノ f 卜-}----. ;¥l;O、粁ヌ! こス守すごと お壬

きれ宇れのす'~))¥，: rち仁ご 「芝 r勾ぜゐ

不十会的貯金との1i，1: 川向」亡宇ヘピ:，市以内4十会l 力点 ~P 防担'1向な号却を 1リU!L '9 る

チ煮の社会的-:'dfをJ1}J長 j'~， 

iJ::.;l!.: 1守山:，;;111にl、(，1'付 e¥:l:1C叩u札1山市丸山川村 'll:J(U↑ <>1孔[J)l叩 i;llf'ub]c'i，<，s， ，:1.1川!

。 b:':ct;H'~ 1!1 1: !1ιflZ:1~， ;\zμll~st ~)n' u'ty :1m! Sccnl [;XCIL!SlO;l， t:1(_' !'Ul:C ~!II';)P '11;'1 Coじっclj

l、引河川 '[;:-.1~月)

二日社 57(l 以):J)日(日 141 



叶究ノ ト

これらの目標が抽象的なのは、社13的排除との闘いは共通目棋の中でもo泣

きれてし、る「補完性的原珂 ¥thepri川 iplぜりfぉubsidi山 Y)J により、第 義的

には}J1Ill:!凶の中央、地h政府が、 NGO等社会的パートナーの協)Jを得て実施

する責任があるとされているためであるυ

このため、目悼の実施のf)~進は、問述のリスポ〆欧州理事公で l 開かれた制

整方il、(theopen method of coordinatiol1) J という間接的な手以、ごれわれるこ

とが{たまっている。すなわち、共通目標とともに、社会的排除を測る共通折標

がう主められ、力日間各凶は、社会的包県に閑「る困家自動円十回収atiol1alActiol1 

Plan on Sりciallnclusionl を作ることが要請される。各阿は 4本社や自阿の優

先訳題に沿った日十回を策定し、計画期聞の終了とともにその実施状iJlを共通指

標の数字の改害状況も含めて版告する。 EUレベルで各阿のほ告はまとめられ

公開されて、指標に基づく実施状iJlの評価やLlき実践例の情報父換がなされる

ことで、間接的に日標のラミ施が促されるのであるい

E 政策的取組みの背景

1 欧州委員会「社会的包摂に関する統合報告書J にみられる EU内の構造変

化の認識

貧困や社会的;竿別は山くからある問題であるが、なぜ1980年代末頃から社会

的排除やそれに対する社公的包棋が E仁を中心に議論きれ、 EUやその加問凶

のili:要な政策課題のーっとされたのごあろうか{

}JII盟各凶の2001-2003{I'U)社会的包摂に関する凶家行動計幽をまとめた欧州

委f司会の社会的包摂に関する統合報告古 Ooil1t同 port011ぉocialinclusiOIl 2(02) 

によると、各凶の凶家行動百|幽に見られ、現存 E仁で'1じかっ今後10イ1'.IilJで'1

じると思われる 4つの上要な構造変化として次のものを挙げている"

(1) 労働市坊の変化

[:iJ 

-急速な経済の変化とグローパライゼションが新たな機会とリスクをもた

らしている。

-持jJ支柿Iとr::;度な救nを持った:{i'への労働市裂が附加する 方、それらの

技能に欠ける者にはJit'用に対する附監が'1じている。

・サ ピス分野の新しい雇用が、低』主能者には員1Jil¥されるが、他方、それ

は、低技能者。〉低所得で寸、安定なlif'用。)J曽加にもつながる。

北法;)7(l日)4;:i04 



ソーンヤルーイ/クルージヨ/への政草的取組みの現状と将米

-パ トタイム等新たな需用JTえ態。〉増加は仕事と家庭を両心する柔軟性を

増加させるが、不安定な雇用の培加にもつながる

-これらの変化は伝統的産業の哀退ゃある地域から他の地域への経済的7t
の流出を伴うサ

信l 人11構造の変化

・平均J，命の仲長による人口市齢化が進むi rZ齢者依存率 (65歳以卜人口

の!J:.j歪年齢人11(.こ対する比ネ)が1995年の25%から、 1997年にはZ7?らに

達しており、 20日)年には::i::l%になると予想される

ート作|平の低十により、年金σ〕行手土wJ能性に問題がI1じており、 i也h、同

齢者サービスの市安I明への対比、が止められる}

人組的多機性のl曽1Ju

-人神的、丈化的、宗教的多株性が士門加「る

家族構造や型Jt:の役割の党化

-京厄の単位が縮小するわ高齢缶、単身世帯のiM加や、離婚による円京地世

帯の増加、 Lど性の労働市i品への参加の増加により、家庭の機能やりJJ.(の

役千iUが変化するの

2 EU内の構造変化が社会的包摂政策に向かわせる背景

このような、構造の変化が特に政策を社会的包摂に向治通わせる背景には、次

のものが4えられるつ

第ーに、 jffiれするグローパル経消化があるυ 特に、 El"の仕組み宵朴、が域内

の統一I打場化により入、物、サ ピス、資本的凹つの移動の白白が基本町」に認

められているf也、通貨の統ーにより、加料国聞の価梢芹が透明化きれたため、

労働や資本の移動が起こりや"H、失業や増加l寸る移民の排除など検々な社会

経済問題が生じゃ fくなるサよじ蚊的低賃金の他の加 1rU;J.固に工場が移転したり、

それらの因の古い製品が流入することで、比較的先進的な加盟国の中で夫業が

生じることもあろうし、思かな生活を事見て移民として先進nヲ加問凶に流入し

た10が、ロir子・技能.~日見等の問題かり尚い長業平を示したり、 4十会開係から

の排除を経験する例が後述のイギリス、スヴェーテゃン、 ドイツの回当rdJ動計画

の'1'でも多数折摘されている。

第ーに、札の同標むもある「知識に某撚を情いた科ほ kn owl ed ge-based 

cconomYJへの移行による技術の進ノ主の労働需給への影響ががげられる〔これ

北法S7U以l:;);;(氾 [6J 
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らり ;Î七況に;，[ 1之、できな v 、投育やiHmn;j-く?字ぴ〉快い :;jf~附与の失業や低/0: ~Î'::O)危

険が {，-JJ まるのとある J こちらも校山{乃存Jn~主 ~~J の[立家 j J動計l附!のti状去、析の中

で氏技怪壱の両県こ竺湾〈貨制がごt~ :l{ !:: Lて恨(Jされている J

第 i 、政治的右側市ι院わるわ!刻、同の状ij己〆して、料?な )1、同件が成立

しても州琵凶 Eある2!1欧売;ιw三:11東孜諸斗等(/)IUJ i.こは大きな経済格差が存干I

L -c ;f3 り、白方、前 J~::， ，~-，た伏況でj北内の示、ふと等ぺ<J~:::長刀、;'，_:;まるとしたら、 JJc 1，卑

さ同伺J'<:J)EU 続fTへの埋鮮は;~られな νにこの P 応、 lUUl 叶のマ ストリピ

1 欧州 J~ 苧会において、 ぷ上公辺;Jを;csb、 ;":L でf!@¥イhヵ働J守の某ぷl可4

n会十年:こItJ~j る素早を 1:f訳し、その!日零は 1997'íベグ〉ア ι スナ?レダム灸約で El!

L本条約の中に~'.( n 入札~\ f 、オ'fJ;ÌÆ のこお， 1 ネ 1:'合 n~1担ド告との院 v ミが 1:;' の村:';~

。) つ乙な);そので&)，iお)

ν 社会的包摂をめぐる取組みの方向性の理論的整理

貧困 (Pover刷、剥奪 (Deprivation)、国窮化 (Impoverishment)、社会

的排除 (SocialExclusion) 

三えさにぞi会li¥J1;ji主主NI会:']'0包tE政取に却する土中日;包:'(1な霊棋を先行け兆しつ'1'で

見てみた l'

おい、 14、の以誌の段状::JJいてあまリなじみのない「社会j'J排除 (二、主主

回等完来社~>HD祉や所得{荒涼等の性心{志向政策刀、 If~jJ;jJ ~こしれ ι た苅W1:伐とどの

よ勺な述 v勺つあり、また化可 h関連 J~ ) cコ才iるのかをまず藍即した 0¥，

ニi~ (.~-ついては、 J:kr ロh:n .1l1， J ¥，19DS; Jベド幣理い多くの先行同党でi71)けさ

れ Iいる|、記の/d;'，rt llJ (P引一引マ紅会的i~~~~t :尽:llCial;':;-，，::c1usiu叶、ま介、

+1:，::>前七l摂ク)凶家行動計[出で電々 !iiてくる訓必 (Dcpri、aユ0:，) という慨念ベコ

m/i~ 1l~ (:lr，j)Gvni山市c;-:t

者のまき同寺存亡しミゐ(

グ〉潤係;こ関寸る「司係，，1:'T.すものとしと、'1'くの研究

表 2 貧国と社会約排除の概念上のマトリッヲス

静的な結よ長 動的?なブl!セス

!りl
;F可 貧困(ド引げty) 困窮化¥11町内で1，品川川)

" '9-JL~:'工 サ1干ヨCl)rivalIOll) 4十会的1-1j:M;(5twi;:1l EγllhiOl¥) 

:11:す:J'i(l 日)2;日の2
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すなわ JL l 質問， !こは、所得とい「泌済的制lIrだけを「ーた 7"S R<;で、がう、

失雫やjj;;有被災と Uった様々 な!広[ル1)五県とい l、i9i~号が、絶対よ~ I~~ 平準や ;;'1

属づるベ十会経済共Ir1;1半のキClJゲ」基半lごl巡らして不!Jょする状況

をJ乙f概立:であゐ μ

， :*1百:Fl:.: ~;!:lriJ とく所得の減少という経済的 ~I 白を去す え'1，な概念だが、

1汀得が減少しごい:過程を主-J動rnな逃程や表寸呪官、で£るベ

「剥奪」については、かつて T()Wll~， (lld く)了日)ーが、 畏守.:~ ，-;:_ I貨制」ジ〕

析しいlC;&として、 r，可属する社会で慣習土、己、〈淀川"法忍さヌていゐ食事、

十|会的訪日到のぎさ加、ノI-.i両の必要ぷ条{i;-ぺ;J}，+i件 lj土備を jd つのに必要な/[-，;:己資;;，~

在ノヘイ状活」とえ義じなが、渋 身が抱に -;¥)¥¥'11ザ;-，(] :HiSj川 lン相J-tl;:Jふ l人々

が社会v不通常l-( 入札ることが V えきる栄豆、 衣服、 干宅、 f何皆i件十 t花吃泊、庁時't:h崎言、旭

」照叩l怜均i条長件、 i刻就~1北itJJ労オ予乃牧的1樗干江慌2 に守事T 欠 V 、 F作ラ i)八、

牛干村↑会悶C官係t下、;にニき主与一1力恥七L、γ クセス Vで「主ない状態j を J折行←すチ、のと l'潤t司:l-~;定i包~:f'ぷuしJ 、 これら

の生活状態を侍るための資)J 少にいマいる状:t:~ を表す I貧凶J と引のものと

Lて定.F."---'円よ 7に、所得止し 1う:::1済的制訂に止まらに f土台、電気・ 4くJE.

坂町、収拾と'，'，ったttJやサ ヒス刀、宇そでき士 v 状況や、材労干主公的花活動

lこ参加で主なし <1ιü:'.等、多 γ仁じ包会 ft半に土ぞっく ~'Jü ;こ対するフ;乏や子会1'1-0p11lIi-;f;)j 

への不参加そ去す同念てーあれ、かっ初、々な尽ι人Jででのような次i兄ぶった治的

な ~:b呆を去す一概念式とされている、

l 位̂再<;r.ド絵J :.土、失業や貧困、 iム 1 ・p、療サーピスのラこ如など多ア己的なが、

;:7[についに致lí~; な地干il.:.こ者 11 したも 0)-(" ， 例え Yよ、た煮のリスクかもたりす低

い教育や技能;j(半なと、原I~や動的なプu 亡スにも若じ υた1既全だとされている。

では、なげ従来、干上会福祉ヘコスム;i";-j-ユ注が:tj"~l し 7 さ?ぷうに、前果 r t"cの

貧件|に討する 'I-_j:*深長や、そのような結~をもたら -H~f<えか休の共通りスク f俣

病 院予、老齢{こ 4 る;l{恥 失業)に対するた出u0なj了l之、ごめる虫干企保険年

分、労働保険などの従来型の牡:t;保障嗣]1J'eではィ、 I-'Itなのであつみかr

前口?とみたように、社会l円包長 (n ，~言論が耳まっている背去には、ゲロ ベ1レ

イじゃ技術のi叱よ、に Jる何i伺の流動dヒがある τiI民として家族を賢い、保町l判

在担、い、病気や老1~、のリスクに列会iぇ5坊と治えるという伝統n'~な補作民家の形

患が、ヲご莱σ'1、'b、やJド"社!i戸;nへの移行lよる低賃企1ここい 7;;耳;01シJぎの

/山容を受けているわまた、々、♂!の社会Je;iH(そこには、己実埼のfft柿[陀ロ月一

件いこ、配偶者 人0)稼ミどではi:日が成:')¥r.たないとい弐河私的な烹昧子、いと〉

二日社 57(l 以)J町、i [sJ 





ソーンヤルーイ/クルージヨ/への政草的取組みの現状と将米

ンテシンブモデルは、イギリスのように、税財源の求職「当は、求職情動を門u

j是にし、本職活動を十分れわないと手当の全部又は一部を停止するが、他方、

役述するようにニューァィール政策等、幸先占ベコ長期失業者に個別就労JR導、教育

訓練、雇用者への賃金補助付きょ~~!古雇用等の積械的支援誌を請じるものを言う c

ベーンソクインカムとは、J1I!!;(¥型は就労義務ペコ保険料拠出や所得調査などと

切り献し、すべての市民に志礎的なJifi得を保障するというものごあるが、この

理組型にはユート ピア的で就労意欲を阻合するとか、他人の労働の成果に依拠

LTI'Iらは何の義務も呆たきないことは問題であるとか、財政負担が膨大等の

反対必もあり、政治的介意を得にくいようである 11

しかし、部分的な実施としては、見苦の給付を所得制限な Lに給付すること

は EUのかなりの阿で見られるところであり、 fどもの貧I吋の除士は、 EUで

は少子化対策だけではなく、投開 fhば不十分な教育等により、世代を起jえて

その家族の1['で再吐産される干十会的排除の防止策、機会均等策でもあり、多く

の困が、充実を凶っている政策である

また、就労が要件であったり、所得調音を伴うべーンソクインカム町内行桂む

ある員の所得税は、 U向主義的アメリカで、+主雑な社iI保障や税作jì:'~制度をス

リム化・効井、化する制民としと 時大きな立持を得た。(過大な税負担となら

ない程度の)基礎的所得が保障されれば、社会保険料の削減や、生活保障を考

置せ「に巾場原理による賃金決定や雇用調監が可能になるので、自出ヶザ義者に

も魅)JR'Jな制度となり得る内イギリス、アメリカでは、就';JLている低所得層

luJけの税控除還付制l支が近年取り入れられている

次中では、このような理論的枠理を背毘にしながら、スウェーデシ、トイツ、

イギリスにおし「亡、実際に社会的包摂に関 fる国家iJ動百十両に志づきどのよう

な施策が行われたかを概制してみたい{

V スウェーデン、ドイツ、イギリスの国家行動計画にみる社

会的包摂の優先課題及び結果、並びに欧州委員会の批評

上記 Eの 2-c述べたように、 EU加問凶は、「聞かれた調整方法(thぞ op刊

mCLhod of cωγdinalionl J のj且科に従い、それぞれ社会的包棋に|勾する阿家行

動計凹 (NatiunalAdioll刊 anon Sucial Inc1usion) を過去200]-2山J:j年と

2003-2005+の 2固定め、それらは計画策定時に欧州委員会に械告され、 4十会

北法57(1-49:>)499 ]
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町」包棋を尚測する共通指孝弘んの各凶的存情的結果とともに、台IriJliH1i書により

まとめられて、欧州委員会から筒中な寸許がれわれているυ

以 l'2日にわたる凶家行動計幽の遇税を、エスピン・アンデルセンの制干上凶

家の分類'"によれば、普遍的かっー冗的で手席い社会保障体系を持つ「社会民

主主義モデル」の代表とされるスウェーデンと、)手刷と拠出に基礎を置き職種

により分立した社会保険制l迭を中'L、と Lた、比較的手厚い社会保障制度を持っ

とともに、家庭制度を重視するとされる「保守キ:Rモ fル」の代表とされるド

イツ、守主ぴに市場の活tt化を市悦L、社会保障はミーンズテスト付きの扶助に

重点を置いた「自由羊表モテっし」に泣いとされるイギ')スについて、それぞれ

の凶の成果を現「基礎的デ タの推移、各凶の政策の優先課題ゃ主裂な政策変

史、 EU0)社会包扶に|掲する共通口標に収/)組む各同の政策リストの比較、及

び各国の計凶に対する欧州委員会のす評について見ていくこととしたい{

3カ国の基礎的テ ヲと日本の対比

(1) 人口と人口構造

3カ困の人11は灯、 l、のとおりであり、特にスウ rーデンは比較的人11が少な

いので、日本には、そのまま制肢を当てはめにくいということはよくいわれる

ことである p

日開とも日齢化は進んでいるが、特に出土宇井の低いドイツの牛匝年齢に対す

る65歳以上人11比率的上昇京は半い。移民0)純流入は推計ベースの数十だがイ

ギリスが多い A

11 本は、両齢化で既に 3 凶を超え、さらに少示化の影響で同齢缶の!I~イ|齢

に対する北半は急速に出まると子想され亡いる i また外国人の入国起もかなり

の数となっている。

]
 

I
 

i
 

[
 

北法'J7(1-4:)8; 4開



ソーンヤル命 i/クルー:/'-iへの政法 :01え記入れ現状少お米
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円木σ〉タ タ:Jct立仕合!/1FI人IIr~;J~ii門主場lν) I人がこJ資料守 fiC.-，i)..:.::i 

それぞれの国:;Y1J副円十由によコご友現が異なり比較がしにく l、が、スウヱ)

ブ J ご;立、人11'1'列;斗千三れ又:土殺のどちらかがれl司閉まれのj??の吉1H'iが20%

とえれ、 サイゾは外長1)'.7J{約9%、イギ)スごは2(1f)1ピ少数民族がら%と点か

れてお打、これら一刀 Fでは民族LI'~WI 自の異なる音が人口の 10%--20%引肢は

いるものと ttlわれど， :11、;二20C昨年人:1，打、「へ11推品年τ によれば、外国

人;ま148JJ (1.2%、であるんまた、ンム務省{一切ヲト仁村人X+:chによる伝緑外1"1

人数で'"7"と外出人以192万人 :.5%1 である このうち主杭外iτl人:ーミ73万人

(u.6%;、それ以外の外F正へはL6:rJへ (0.9%) -Cある

2 90年代以降の経済成長率、失業率、労働力事

λウ J デ〆は、:D8(一昨 ft没';也前好捌から以川代初出にはパフ ;1経 i1を発

生さ r、での(直結r.i-もに、通貨危機も生とごマ八サス成長kなり Jん (V;'平頃

とでは宅業平の上昇 \:;tl:~;扶E'J '/1活保_G_1t) 完結伍じっ Il'!i;:まりを日たが、 その

絞符i肖じっ i円f1;Jや 19%年σ 尖考古保険制岐グ)i_~klι; よ I1 、就労要件を強引するとと

もに、積極的労働市坊の改詳も f干し、 たわ州立急}~\，~-fJI-転しごし、ゐ

ドイノ{土取-r!1~ドイソ統合による l村此負担\'0， IR~ ドイ Y 池域の不正沿わ!，Lí~送ベコ

l苛安業平もあって、経済がほわしく会い ~'l の社会民士完 l， SI1D) (/) ~コレー

グ lod程の際;こ、没述ヲふような:-，¥¥.>:t泊nda~()l()J に IIづ;:-\、~(lt町三五、 2()()4，年

と労働前場el:'午、友療保121、イ1"-2己主吊?の点政策に取り組七々が、 1}-2莱守 i土品

11まりし とおり、 2{){I:.千下乃ヨ月の選挙ずヨド1)政権からメル午}レ正Ill'党首を首

拒とするしDL:;じ日 l と ~PD nプU車守政権となった 今後とのよ λ に政!Iiが泣

二日社 S7(l'491)4D7 1121 
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むりキはまだィ、法制な ~-J.、iJl~である。

/ギ jス}よ 80年代市沿草花のサノヰ弓一九十じによる改革がI:われたが、炭

坑の持J Li1、凶干-f1Í\竺的対営化やソJ働市場幻自 ~11ヒの影響もあって、失業省主文や

失業給!J受給者数はむし7-;増加 Lt- 1996年保守党メジ¥' 政1主の不黙l、丈

業給付 (Lncl1，-pl円 IT'0川 B:=::'-cLU を求総 ，:j-T当 U，]1二日ckcr'"， }J今 O¥N目口j ;こ改

平し、保険坑了日間j貨の炉j緋"¥-':1<:誠、う動要件の強化をイマワたコ 199'1年 L-'!政慌に

ついえ労尚党のブレアJt枠は、，'，民的千十会J-< ミご士会でも新民凶二十二:_-p;~でもなしJ治

、つJLLJを11弓えて、 示日左手三jグ〉某ノドl均枠組みを引き継ぎつつ、後)1;守る r¥tW

Dcall fえ茨与の検倒的:;;岡市場策をとったが、 これが;J.))を奏し仁、経済の引!判

と失業卒 cっこ1速な1ナ肱ふみ亡いるといわれて v る

この時期の日本(})C;DPにつしミてl玉、実抗日DPの対ロリイ)'-1立長文ごみノコ 2、1989

~てよのパプ/ν出i晃後、 9Z~てから :H j'fまで 1 出台以 F のほ成長と/~， i)それ後町、

何年こ 叫l円に凶努力、見られたものの、パーパレE与のィ、 eU有権のっけによる9'/1ド

秋Jλι手示，，~，ほ司 r何世殺を契機と寸る合間際院の貸し ;y り、骨、:、の業績悪化、

リストラに上る荏原小安:二、 !)8'Fの 7ジ?経治 胆貨危機等がむわり、 rイト

スiJXιが絞い 1::... ;W{l~?年かり札 ~l，";' (/j 凹 i亙もあコて実質 G[)~ はトl喝の上昇 lこ転

じたが肋/サ傾向を<<守 (;DPデプレーターは、 J，:苧代 (.:1'以佐マ fサスのま

まてあリ、-t-:l事手の資/宣伝Jもの減少心完全のわ日額しつ減少う m':tや投資当:欲i

影を ì~Ií-.片してい令。ぷうやく~:XJ.1.'f.か円景気持九位しが主持されゐかうになっ

亡きたね、iJ~ である c

表 4 GDP成長率 (1995基準)

〈す Jソニーーソーーや〆、 ド イ ツ イ下リス

1990-199:) 1.1' 

l叩 3-2000 32 ~. 8 

ワο!Jフ " !1 。1 l討

2003 1. ~-I IJ.1 つ-ωつ

~Iれは l:-r1巴/ 37 斗 :~. :-) 

1':'15':_ ロJ'ji! にが，rt，.:r; S~ ， ci :; l'rotじctwr斗r;d:日比ial:r; C;~l ，ÜO立よりc;u， ic:ll

'¥l!l;I:X 仁0川1I1S.，1印lSu，c:\V'-' 了 ~iJ!g子山ピ了 ~;r:，n:)

Jこ5(，1、失業率、 j三L民失来率及び古71失業主主について克たもの乏が、土己の

」うにスヴニL --'j-̂〆とイギパスでは夫業字、長羽生?君主不こもに凹f起にで v、るの

UJ :11)す:J'i(l'4'，fi; 496 
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二対して ドイ:;:.土失業7干てが伺 lまけしてし、る上 l二、長期宍業7本が失業者。〉よド

j了Lリトや，1 めるに←ヘっ ζ いる U また、-~~:計失業マ}よパカ「れI ともおい状!日にある U

本:止i五日辛的lみれば失11芋l土紙ぃ)jl:がスウ斗ーデシ イギ jス，i:，みの本

準日な""亡きていみ ま九、若守的失業半iJ!J::'"、

~J9() 

1日94

90i' 

2(1(1(1 

〉げ()2

クou::.;

2のの1

表 5 失業率・長期失業率 (12月以上い若者 (25歳未満)失業率

スーヱ 〆〆 ドイ イポ 'Jス ÷ 
句、

宅 業 午

l 九

~;. J. 

".::J 

:.9 

~i. 6 

じミ

長期 f'，者|失業平l長司 討対失業ゐ

。っ ょ 5 LS 

λ3 : ~;:!【 自っ

~0.6 。i

1ii 7. '3 

U.9 おり

: .U 1:3.~ 。。

ょ 2 10ミ 9. 

ヲフ '1. 

"】 6

6 6.2 

合 t (1.6 

2.9 Iム .2

〆-
~，.' -'1-， 7 

円ょ

♂ 9 

9.3 

6己

え l

， ， 
句、y

長期

11トヲー
4. : l{:.c;. :2.9 

ム.L_~. i 
" ， 

4 lζ2 

1?.J 5. J 

I ~~ ， υυ  I.o 

。:12.1 '1. i Ui 

ぷヨピ

'J.:) 

~ U. ，) 

:0.2 

q. s 

'，'fI! スワ L-yj巳 l イノ、イギ 1;ス':'991r 1;，[:γ デ タ EI;~'; ;(日j )-;~t;-"I 'c;-:p.' droSI:~!:叩

日 1.El七 porGI，
4同の199011'-)えぴU+':])"-991ノ1J:¥降ァ " (よ();にl)J:n;p仇日 l'dC，Jl10()K 2CJ()S 

失業キ!手、 fLO主7判こより、ぷ聡iI'lffi)Jをしている者の!で失業人潟にある

Elで(士、宗総活動。〕イベ誌と世|羽 -ff- な ~J問iJ或てをはがl たjJのに7宇:τ 去るので

して lミる El!は H の~ "C 泊、たぶうに、~()l()年までに令体の労働力>~~を 70%

以 i、女性労的)Jキや60%J'}j、，hl成から6，1歳σν;;'恨ん宇 λ[iCJ%l'J.J: ヲる C

容を立てて¥.;;;)りその労働力半L つしてのコヨのJiHtは、氏 6のどおじであり、

スウェ T':".と fギりス iit，ずれのヨ叫らi主;JX:μ ているつ午Hニスウ二 ア〆じっ

!ドキベ';);)制 L去の労働 JPt.、の J133 はほとんとここづい))労働 )j 主に ~ìJ~"5~ 7.λ準じあれ、

~用におけ品位，~Iパ今世(7によみ障壁の少なメが見可とれみ ;，-'--:ツは日(;-:般

の~();，。の H棋を ~~()U4年にj主成しただけだか、 i也グ〉フ凶 (7)状μを見るしむしλ

このじ市11首50'!るが低いのかもしれな L九

戸本J土女件(!)労働)]4が世ふミため、 I':lが疋める三併の労l勤7f必川%と女咋

労働);や的54のC僚には及んでいない ι柱。〉職場 2 家庭的両 υ 主桜策のヲC:;~

一吋

¥'". ドノ'J1"ltTA，'ンと 3われる、r:;r:;制定乃労働力率は日同慌を，{Liえ、かっ

l 昇傾向にめる刀;、ス~!ム fンには及 i工なし、;:J(況である。ニニでも今、法〆十泣

二日社 S7U'49:J)4D三 1141 
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支給開始イ::;f[刊y段附庁~':i l え」二げとともに、マー援策の充実ヂ ι、J主であ三】号。

表6 全体労働力率・女性労働力事・ 55-64歳労働力記事

ス'7 ----> ドイツ イギ ':λ Uパド

イ¥I久 ;'13' F 日Fいり十¥;:-;. 久河 :;，5-[:バワ人へf木 久↑ぺ :;:-;-64~j九 Jど什 )5-(;4花

:990 B:令] Jミより r，a点、d、I d当c %.8 アさ -• (i2. 8 ベ〉 (;8. (j 、行 「ρ。
i自りl /0 】P Q(). ~， cてJ. r:d.'， トdヘuヘ ムl l().l : 6/日 ri';'.:2 じむよ

~ ~j97 l 内iC口
k咽唱3 f17，2 日目咽] 九、日:..，.，【 ;¥i，:3 l【"咽】 l

内

i~ち唱 s 戸"つ.'， :，，:;， .{ 

Jりり(1 7り1.1 ベ?ε 65.6 二ろ l J6.1 : 71.2 : (iJ 68. ~I sc ‘ 

zn:リl :1.6 '/:!， :C: の4 日!l，4 :ifi，9 4'''.'3 : '，1， : (¥!l， 2 【i8λ
r

司、)~) ，島、J 日自

とα)己 1】 9 ウ!ム
l巳

" 
"，'0色 1:~5. U 58. ~) 18.2: "，"1.5: 155.J に

6". 68.1 ふ6.3 1:>と

2(1(ItJ 72， 7n， S 片S，(l :'，吋 2 日(17'71 J: 昨日，(; (").1 4沼 7 一:、「円I
守

4ιι 時3，(1

出共スフュ フ/，イン イギ '1ス円9.:;.半日降数 J 1'>，HO~l日 l '1 (L p:' む pp ， C'.lT ()S~ιi

C日 (~ 1 . 1川'[lOnej

11斗の1~)川平 7ミプ}I-i 寸の :1;).1年以降デ)タは ()E で D f:1印刷川("Iit(λlLl:;i';' 2(1市

~3 -1 貧困リスヴj麗の人口上t

不当対的会11:1本l肢を点す 2UO)'7} '0った政指，j~，として十日寸?人民を可制整じた|任指

竿低所得による百了込先所得が1 ' 1 1"， 0)所得の戸川fl~ C)fヲ0%;.>、|、〈川唐の〈人. r:二J1

Tる Fこ?があ心。まれ、{交J主のよう l イ干 J ス等が介安~~Jill (-~m:， r-(，←いる泊四

リスケ磨に混ずる (01~所得斗! ~(:1i面的 60?らにi， t' 0')) 0友かr::)13歳までの f!プも

。〉全iいつ子どもの人[]:'こ対するJ上手!こ〉し冶亡、 :lI立の状況を見し みた v九

約.hlや社公{ス車内一 l手さとfこ例-j'，(，)ように、全体の相メ二;'81-]貧洲帽の;七苧l土、

スI'J3. ?ンが最も低く“おか~:\ 7 %台、ドイツ;土 1;;%かっ 11%むにし;z:ltL /~" 

/ギリス[土最も同くつ001イiで17%だが、 1533イ，'I，'Jtヘるこヨ文書がJ られるー

は対u(j質問問に属， ζいる子0)lt~ii(主、スワ乙 フーホンl土手厚い子とも¥の干

さ'ii安心影響もあってi1¥:"ミ泊三 ドイツでは全f~~(7)相対的な l叫がよ h は同く 1 ，1%li:;

後、 イギリス[土己主書は見られるものの弘%レ 3~中長も志v 、

l.:.fiJ '11;す:J'i(l'4'，4; 49全
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量産7 相対的3主題層{所霧中央値の60百以下の層)Iこ議する者時 15歳以下の干の人口比

ヲウ「 ブ/ 円 1 /弓りス

官区リ Fク早 勺~ifi' 人ク2 ¥;，[;リミク早 勺沼l人クヨ 五日リスク早 J沈 iljlノクヨ

~10コ

。!)'{'

ム9οり

::'uO: 

ιοノ

r) /0 

お

Fヲ

JS If 

jフ I ~:i 

11 n 

11 1，' 

iH杭 ]οut豆ヒpurtCl Suri:J E:，: ~i-.l三 lοèt ::;匂)~< il;l-ii:!-E~ll 仁川Lt

?C: 万?

12 y 

1り 」汚)

17 2'; 

F がとの)1沖士会するなめ iこ、 ;':11のrJt:t.-J-:K>>Wゴ[，-C UECUの税同す，"'"こみたい口

去 S(之、 2C山5{;'-;) )--:1 31 [}、 4日 1:J i手間位されたぷ 4日OECDf十会保l布大

L話会合 UVleetiηQ'of 0トCDSoc:z，] Aff2.I(S \rin~s日 si の汗子t)'宍にも 1])ポされ

， '、 zt込 0 ¥Lch川、1]，心r札口と ;¥'larcf)(:'己rcoll' (200S) 1I199G年代後「の()仁じ口

5甘11→ (j)所得力、配と貧ltL (IncocJ(-' DisLl'j;)uLiむIIal:d Puv引い山 OEC口しOl山ln(-':，

1l1~日以じりγd 河川[ハ f ll1九 19γJ'，;)かっみ/~ 1告が)F:"'ft斗f!Je乙()(lο午近辺の人，'1-，

テデJ一/、 卜イ

の肘とGω0う%ら j未ミ引州円の!肘dがじの〉全{体4の人l口に:対-す;之る]J:恒i広のJ杭件内宅移zをZι-したも〈のJ乃〉でP品Jる

中火Jもらの%-，1之浦晴子見るこ表 7のデー今と比べて EL3 t~i は 20(川よ子のァ タ

がほ古を抗Lていなし寸~-1 U~):i午の数値は近似 L ているの 11 本 (j ィギ)スよりも ;hj

対日U貧困オ同が会長〈、 OEGlの60%桁古麿1./)ヲ別)0ノ1-(7)テ タでよ乙較ずると(三7芯

[";では日本よ 1)多いのは、アメ I}iJ (主 %j だけであるむまた 6~': は数守が

治以傾向 fごめゐ。

表s1官官5年・ 2∞0年の繕対的貫図層(所得中央値の50%未満と紛争6未満jの人口比

| 人ゾ斗 ブ〆 トイ， イ;¥;:'1)ア

lS!:;:::I: 

2CCJU:l 

出%ヌ;~ 16:j'};で出 JO札。士出:0C';b ~三品 ::'0')::' で針。() 'C "戸1何

;'J;， 

5G，，; 

え?与， 討

U% J?f 

ノに
、 υ 十'_''.1寸

~ Df， 11'l:， 1: }r; 

1 J G?; 19 ?f， 

口ふ

!JU:!;'末日 6l!';-b~で:前

::;n'::; 

; ~ DノFノ Z: % 

a~共 ~d;l':l "，ol ;'0r.， ~(:T S ¥hnυJ' r~;-c01 十 三川町、 1川口ll'tn;::;lribuliU;1札口:Pu刊 Th日(iH";;)
心)I : il ~ l' ~只川 'b ""('01[:: 1:川f(11 j!i(' [;)91)、

日(.ft: OEC::) questJ心 1r:aire Oll ós:x: fntio]}οhn\~fj刈d :n印 mesよ :.)ζ，lι 

二大誌に同二 UECD())桁11雪かlコ、 ， 1 可。)r}r1.~.:: I日自白!jO%米1前肘C)令午ク)人

二日社 S7U'493)4D.';' [JG I 
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r 1に刻するJtネ 11三80)数'tとHじだが小数点出 1/:立まに書いてある) と17歳

W，τの子どもの川対lí~1tt四回 h 属寸る八 r; の lt>~~ を見ミみたい J

表 9では詰!I木l居のに義子中火他。)50?~五未J甫;表 7 ((Ì~)%未満 l のは〆!呉な

るので足以できないが、ス I'Jヱ ?ンはT，L もの手当:乃ァニ':r:のf灼か全体のは

弁lネJ震丙麿のII京より、 fどもの賃|吋専のj二台てが託， ，ここ、 ヘ fノとイヂリス

~;，- j~i に子どもの tL0J黒山」上主が;~::;く、 手にイギリスがi~::J いことなこのぬいずは、

長 7 同じであるの

まと、 刊、の子 ωむの貧困屑の比率が i誌体のJt率より JIIいこどは、子どもの

「さえかさほど光安~-' c ~ ¥ IJ:: 1.' ，ここに錨みると、 '51!~，未，~"t ¥ともの長刈立てが2000

年片「で司イ、よ h多vーのは C'i苅寸では γメ "γ'J(::::~. '/%)、イギ"ス (16.2%)、

ノタ')'7 (1;:;.7%)であゐ

表9 1995年・ 2000年の相対的貴国層 l所得中央値50%未満}の全体亙び子どもの人口比

1 ~)Si;;d 
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スりェ
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J 戸 b
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53% 

フやン

f レ{
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~'"リ

1.C?ら
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士体

封。ラ

8.0% 

ι 円 { 'J :il体ょイ、 1 ドイソ i 土 2n(1 l~1 コ

イギ 1ノス

fとも ノl、 i~ム 子仁三、

10り% l'、 ~l ~，; 11. '; 01， 

10.9以 U.，l% iリ?%

円

i、品

リヲoν
'.1，ー

ムS.3%

τド

子とも

l:!.tJ% 

H. ~~，; 

iH 司、lichadFOr~， tt.T & l\brc~\ d 'Eァ ~ulヒクU05J. ~l;'-'üme Dinributiu.'l ][eci Pov七rtyi，j OEC;:l 

ι 。し l~r:l"; in ，1;む SCc'onιJ-!z，lfο!'(j千 [09(，'，;
日l史 0[:じ~) q;l日 liJ川日11¥ι1ι山口 buu，)!;()f how~cì;， )líÍ口仁 川おより :-il.

;{I 社会保護 (SocialProtection)、年金及び積極労働市場政策支出怒の対

GDP J:t 

|本の)，)会ff-、ト干に担当する!社主保弘 j沿っcialProtcど 1011、以 1':r本の必法

に従つ I討会というノ行支出納の対心]):)沈及び積痛労働市為政治支

出の1午r;np.t口会J外みと、 その対{了iP:1己;立 ζウ」ーテン旬、リ()叶 1t4u工までの

れ~tr危機I1S に効率化を区っ t:!iU響であろうが、切00ハ年にlilJけて 旦減シす長、 t 

りじりと|丹し℃いる。~lJ :7) 1:' 'Cもとえ同水準 ;:'J>:;るつ γィノは押齢化や失京

給付グ)仲びもあ〉、ト昇 LCいる 1 イヰ)ス l立古来;'l-f{匂のおJlfli七平:!と支半11付、

円減生、もあ Jてか、比 3約三トがハていたが、民往々や!+傾向にある 梢也労

凶th:号政液はスウエ デンでl土、台1甲化ヘコ7己主主計の減宇の影響bあっ Cか減少

している。 、fツ、 イギリスは1tiri~:~ いであるこ

1"1 ;11;す:J'i(l'4'，2; 492 
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|本では 院に GDPから凶定資庄減耗ベコluj.;:t.f\{.等を除いた凶}-t.í-:rf1~と t+ê~

i足踏給iJ 費を 11:校 L 、 2が1l:J年でいえば社会保障給L 費の可[[~1tt;!川手jtバ 2 :2 90!r， 

であ I} 、ぞれ:→阿悦 R+H;:~ や財政赤寸負 +H;:~ りやらおもノ、れた潜了下 é'J ト~Jh:負計千

がil;i'}6.'..なっt<，..か、将来kもlその比半を日)%以川 Lなければヨの活力が

保てないとい λ 士l去がFわれるが、ふJGDF上とでみると、 1:本は E仁の iいでト

引にあるイよリスょっも 10%校出 jlかし

1也々 、 FH所得(.:対する FH負担咋守ふるよ、羽川内でスワ寸 デンでは

71%、 ド1"/ (土S:3.~l %、 1 + ')ス;土F.7'%にj圭してljり、そオしらの到の友 4(，F)

G81、成長不と日本のここ lO{:下の成長京を比べた持に、経済(?);'fi性化のために

IE:~己負 ~'0，'~{が )0% i.)， r:-Cなけ2しはならないと v うt5.lには、疑司会!誌にる

表10 社会保障支出対 GDP上t.積極的労働市場政策支出対 GDP比

八'-r~t よー-'"j-'> ド/ イギ ')A 上オ マ、

: ueof示件主権涼ノJ間 ィ二三恨年 指柿ノf常社会fYI:;; 直伊 ij問 ゎ仁ム山ム畑ンヘ町，" 

Ei;'l 三好;.8"i -也、.i' :::8. (-; 1:2.3 

1 ~)Si己 リ{リ】.イ'{ 2.2:-)日 2ト.0 む+十;1) じ".lrj;

:~D，JG l関与}; ~9. :'1 。.9CG 日開J:=H l六 3

μ，;) 1 . :_)~'\) 。(;.9 1， UII ソ6，4 U. Hi: I(~. s 

2げよそ 3;)ス 1.0.12 れ .2 0.9-::'; 26. i' O.llii E，'i 

ilr，~: IT 3:":はぬ r川 1;;，1 ];); p'， "-'ip.， 'If 刊 ~d. c，日 it;j'パlrl;，c]

2 

l木の干:，j-::f早昨，j);"UJc;わP11/，;土|斗:':il長堤防 人下向指耐党声lの百存。っネテ、f主昨給付
引をヂil字引の年i(fo)しIlPで訓うたもの

2001-2003年の最初の国寝室行動計画における 3カ国の戦略的取り組みと主

要課題

f: (乃::;-".見たとおり、 "1I 1J汽ごめた ~-j 療に従ヮて、九 [j斗は2()(\1年に最初Jの 11

矢口i:if;f:1誌に|主すみi+:家行動計三王2仰 12(l (<~{j-. ~y..作コ止が、それぞれに子宮!日早垣

とすゐものが異なうごいる}まずはての市青をJt較してみたい}

スウェーデン l

完全軍用(市]げに I~ の労働 ;J 料〉声J I 200/1イ|までに労働)jふ:sc明 j主

成の ~j摂

スフェーデ/は悶に EtI O)2010't-まとに i/働J.)キ70%の口博を結え亡い

二日社 S7(l'49J4Dl 112 J 
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るわもともと社公保障において、就労第一原理 (Thc¥Vork FirsL)を掲げ、

仕事を見つける機会をうえるとともに、それを支援するかなり手厚い政放

を講じることを基本々を!としている。

最初の百十両ではきらに、 2川14年までに労働力半を出)%とするという灯心

的な日孝弘を掲げた。

Z004年まごに社会扶助に依存している者の率を1999年から干減するけ標

スウェーテ'ンは職砲や移民かとうかなとに関係のない11適性を持ち、「所

得tiUこ補償!且珂J (給付が従前川l得に比例する)をとる社会保障制度を特

慣としているが、それでも Jl)(入が寸、足する貧川状態に|沿った場作に支給す

る社会[円扶助(円本でいう生活保議)は 時的なものと位闘っけ亡いる}

そこで2001年までに社会扶助の依存率を干減する口標をすてた。その);

策は〔じの手厚い支援による就労11よ策と、就労が不可能な場合は普遍l巾な

障さ、老齢者等を対象とした社会保障帝1I出:で対応することである。

京J主政策の充実

は己 iの(;j)の去 7他でみたように、了ともの貧困肢は ElJで段も低い水

ヰにあるが、チどもに対する諸給付により、チどもが成比「るための、l'等

の条件を形成することや、両親保険による古 !'E休業'1'の親の所得袖sJ;など

により、仕事とチの養育の而止を支援することを引き続きの占針としている!

④ 牛涯苧習の支援

就学刷攻守から大学、 再肘の場や地心白治体。〕行う成人教育のfI早い

コースやその費用の支援によって、くわの就労宵立のための技能のI"Jトも図る

としてし、る。

(~) 市民に最も身近なサーピスを1JうJfu方当局の支援を強化することを掲げ

vぐし、る。

(21 ドイツ18

ドイツの困軍lJ動計四は、優先祝題の草を設けていないが、冒頭の「導入と

全体的戦刊行」の節をみると次のような全体的戦的がみられるレ

まず「活1"tイL(activating) J と福祉国家に対するケアを標語と LTいる口「活

性化」とつう77T告は、千百制や失業の給付対象者が就労等の自ずに努めることを

表「百柴として伎われている{

そして、主主州と社会的排除と悶う同家行動計画の基礎的要宗として次の 4，~ 

[l!J] 北法'J7U'4:JO] 490 



ソーンヤルーイ/クルージヨ/への政草的取組みの現状と将米

を，1>)11'ている

労働巾j品の包摂、労働者の技能の強化

必l 職業'1活と家庭!I治的両、y

特別なリスクを抱えるグループの支長

引じ 効京'110)改#と支援対象。〉重点化

表6で見たようにドイツは、失業率と長期失業率の口さと、低い労働力率に

苫しんでおり、ろ任業の克服が段重要の政治的謀題であり、社会的包棋の肢も効

果的な方策であるとしている。特に若者の失業叩最も問題の多いグループ(社

会扶助交給昔、低技能者、移民等)の対策が重要であり、下防的「段として訓

練ゃ技能の Iltj上が:if(~~ と LTいるつ

また、 ドイソのk性の労働力三干の低さにワいては、旧西ドイツ地[i(0) 3歳未満

の乳幼児の保守弛設の不足ゃ、半円 C~Wわる学士など、女件の労働市場への参加

を阻む要肉に取り組むt要があるとされ、職業小川と家庭の両--:-rを掲げ亡いる。

就労について特別なリスクを抱えるグループとしては、干i会扶助受給者、低

技能者、障害昔、移民等のi也、日失業単にιしむ18*独地域を掲げ亡いる

また、 最初の活t'l1Lと柏祉国家のケアという言葉に表れているように、労働

市場の己主 ，y，及び社会保障制l主的効十化と対象の重点化の方針が掲げられてい

るバこれは、その伐の 'A貯 nda2010J やJ;:I'働市場政策、失業給付ヤ社会扶助

制lえの改，y，につながっていく。

(3) イギリスI!J

(1) チどもの貧同的根絶 2020イ|までに根絶。 2010イ|までに半減c

衣7で見たように貧困リスク層に属する子どもの人口比は出く(百十両検

定時の2∞0イ|頃は30%に近かった)、 200万人の千ども(チどもの16%)は

川廿に働くずfが一人もいない非就労川廿に属Lている υ このような家嵯に

有った者は、教官ゃ自己の将来の就労絞会にも恵まれず、保設を更する状

川になる場合も多いので、貧困平社会的排除のIltil:間循環を絞る，Q，j:!があ

るとキiJ!をされているレ

このため、貧困リスク肩に属する子を2020年までに根絶すること、 20凶

作までには半減することを口標に掲げ、親の就労機会の提供、 fとも主育

世帯平子どものいる就労位帯の1，1I'i得屑の税持除制度の改書、守主ぴに子ど

もの貧I叫卒。〕向い地域において、親の文様、保育， y期教育対策、要保議
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児童対策等をモデル的に行う ISurc Startj事業の展開によってその減少

を図ろうとしているべ

(必 就労イIi齢層について、全ての就労能}Jある者に働くための支援と絞公を

ヲえるじ

イギリスは、失業京は低いが、就労能力がないとして給付を受けている

ず「の数は多いとされる j

このため、 'NcwDcalj とU千ばれる就d力P支f差策なとを推進するとしてい

る。 25歳未満のZ;{;についごは、 6月以上失業の場合に、またお歳以上の

者にういては、 l作干HI長期失業したf晶子7に、個別のアドバイスや訓練、

賃金補助i寸主雇同等の集中的支援コースに参加する義務を視している

また、千千世参加だが、片親向け、 50成以|向け、社会扶助受給者の配偶

計lirJけの 'NewDealjがある これらの事業は1998年から段階的に開始

され、特に末寺者向けのものは相当の効果が卜がったとされる。

この他、 'JobcentrePlusj と言われる組社給付支給際関と席尉サーピス

機関の統合した機関を就労の状況の思い地域から段階的に取り入れ亡お

り、給付受給者の就労U立の色、部;や可能引を而}訟で判断し、色、欲の喚起ヤ

就労による自すの支緩を阿ろうとしている。

また、，j，l)i している.~.の収入を樹J きがいのあるものとするため (make

¥vork pay)、阿レベルの段低賃金制の哩入や、低所得の就労世帯の税の還

付制度 (Thcv¥'orkin只Familv TaxじrcdiL)等の刈策が導入され、強化

¥The Working T山 Cr吋 1りされ亡U、る{

(3) ィi金受給占の貧|本|九Jj若

年金に関しては、サッチャーの政権時代に、民間年金に加入した場合は、

凶の 21府部分のイl金制度に加|人しなくていいことにonlracLingom)となっ

ていることなどの計果として、低所得隠の年金水準が社会扶助水準以下と

なっていること、また、中所得同のt;同年金のIJII入京や、水準が|分でな

いことが、将ヰとの年金水準の不十分きとして問題伺されてきたり

このため、貧件Ik!に同する作企交給者対策としては、 99年から哩入され

ている税財源の「最低所得保障(l¥'linimumIncome Guarantee) jを、 20m

作から施行予定の年金クレンツト法に変史し、対象を低所得者に限って、

単身「週1110ポン!、):j請で週154ポンドが保障されることとなっ亡いる}

将来の引退時の保障と自すの対策としては、特に低い所得出の21帯部分

]
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のイi全保障が不|分とされていたことから、 2001イ|にイ|令官型選刷「数料

を低く抑えた新しい民聞の 2階i'i15分の年金ずあるステーク・ホルダ 年金

を導人して、比較的所得の尚い層はそれらの民間イ|合への}jll人をj[けとと

もに、町)02年に国の 階部分の年金の国家i~Î-得比例年金制 l見 íSERPS) を

凶家第一イ|金 issp)に改草し、低中所得層のイl全をf!早くした。

最も不利格な地域とその他の地域との特J;の減少

イギリスでは、都市の'1'心部、 音~O)単 産業地域なとのィ、府Jな地域

(Deprlved A rea) に、貧困層平少数民族が集中 LTおり、貧困以外にも、

低い教育、達成平、失業、同い j~')r雫等の問題が集中しているとして、これ

らの地域の門生に力を入れごいる

|品CD、〈訟の対策もこれらの地域から段階的にモデル事業として展開す

ることが多い他、それぞれのわ政訳題ごとに「最低同標(floortal肝 t)J 

をl北け倍差細小を阿ったり、ね ighbourh川)(] Rc肌 Wλ1lJ nil (近隣地M.再

生対策室)を政府に設け、それらの不利な地域の支援基令を設けたり、各

種の政!iずの事業を地Hの実情にあったものに修ir-l-ること、地域的'1'で行

政だけでなく、民 I~Jやボラ/ティア、 NGO 土干の関係省が、何が哀j~の原

肉 E、イロJを優先させるべきかを話合い合意する 'Lt川 1Slra以前 Parlncr

shipJによる地域の玉体的な内生への取り組みを支探することなどを1丁つ

.(し、る。

この{也、他。)2凶にない取り組みとしては、政府に首相声属の械悶と Lて

rSucial E口 lusionCnit 社会的抗除半)J を1997年に設けているつここは、

社会的排除全般ではなく、首相の指定する省庁IUJにまたがる州地の対策の検討

をわう組織で、今までに若者の家出、冗犯罪者の再犯、要f呆7産児市の教育、等の

附也に取り組んできた他、 1999イ|からは社公的排除の収り細みのイ|次限(11書の

fOpportunity for AllJ を発川しといるサイギリスは、社会的排除への取り組

みを、 般的な社会保附や労働政策の改1専門結果としてではな〈、独すの政策

認題として最も明確に取り上げごいる国と百える

3 2003-2005年計画 3カ国の計画の進展状況と EUの評価

次ぎに2003-2005干の 2回日の計画の'1'で、 3阿が、それまでの計画の進捗

状似をとう評価し、どのような政策の改苦、新設を行ったか、また、欧州委員

会の統行'Hi告書の'1'で、とのようなJH梢がなされ、何が今後の謀忠とされてい
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るかを見てみたい。

(11 スウ工ーデン山

ア 前国家行動計画の目標の達成度及ひ進展

スウェーデンでは El一手席いと思われる諸施策を講じ、日!の中の最古水

準的ノJ耐)J'芋と最低ぴ〉貧同京を達成1るとともに、移民も刈象と寸る昔温的な

教育、訓練、社会保障制岐により、しげく苔を見た部分も多いが、前百十l向lで拘げた

野心的な日標はいずれも未達成であった。

(D 2()-64歳の労働力率を2004年までに80到に引き上げる H標は未達成

1990年には労働}J本は8，1%だったこともあり、掲げた日標だが、表 5、

支 6の失業率ヘコ労働力率の数字で明らかなように20112年まで改書きれて主

た失業不十労働力干の数値はよEH1!l化しており、 20C川作までに労働)Jネを

80出とする判標は達成むきなかった口もともとかなり野心的に高い同標ご

ある卜、計画における分t庁では、輸出に頼るスウェーデン経済にとって同

際粁済の弱さの影響を受けたこと、 Ti首の中で学ぴ続けたい省がi(qえて労

働力不が落ちたこと、この間増加している新規の移民やヨ ロッパ系でな

い移民の労働力率が低かったことなとを原凶に上げている

(参考)労働力井 スウェーデンヰまれ77%

外回人労働力率 ιu内生まれ70% その他欧州61% 欧州外34%

福祉依右者の半減門標も未淫成

この目棋の達成には2001{Iに115，20日人いる乏給占を200イイ|までに、

57，印)0人とする必要があり、 2削J:j年までには24.0011人減ノL、Lたようだが、

200'イ|までにはこの野心的な日孝弘は達成できなかった。もともと 1990イ|の

労働力半84%、失業半1.5%のRc.¥:-eも受給者は71.71111人いたので、 H探肉

体かなけ大胆なものだが、その達成のためには、泊。).jj働力不日棋の達成

が必要となるじ

イ 2003-2005年の戦略的取組みと主要課題

[戦略的取組み]

(D 完~雇肘を同指し、普遍l巾社会保険制度の維持充実を図る口

[23J 

完全原用については、「就労治 原理」に目IJり労働イ/セ/ティブや技

能の1(11上、職業紹介、教育訓練、労働巾場政策に取り組むとしている

2ωo年に長期うた業者。〕失業給付ヨN日と職業訓練の繰り返しを防ぐために
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導入された IActivc Guarantcc =情動保障」といわれる長期失業者に対す

る生中的な取組み L個別相談、職業紹介、訓練、賃金補助利き雇巾等を集

中して取り組むもの)を進めることや、昔遍的な対象と所得比例給付を基

本と Fる普遍的社会保険制肢の維持子じだや家族・児市給付の子じだを図るな

どとしている。

(注)報告古ごは一般的な政策報告のところでしかとりあげていないが、外

何人も含めた山遍的な老後の所得保附の充実も|叫られている。

.21川3年に完全施わされた年金改革ご、現役時代の収入が低〈報酬Jt例の

す企額が低い出に、税財源の保障作企を哩入したコ

・さらに、均齢者生計維持法を施わし、保障年金の満額支給の受給安件で

ある岡山10年同性の条件を満たない者に、 ミ」ンズテスト付きの税財源

の給付を支給することとなった これにより、移民「あっても最低限の

老後保障が税財源で受けられることとなった。

最後のセーフテイネ y トの機能をうE揮

才十会サ ピス1'.1、の施行により、段後のセ)フテイ耳ツトである朴会扶助

において、相当な生活;)(準が権利として旬、障されるように制度を維持すると

してし、る

ジェンダ一、ドミ字を進反するとしている

伝l 了ともにとっ亡前大の干1I採を保障するため、以下の諸施散を請じること

としてL、る

-国連子どもの栓利条約に草づき、子どもに関する決定が子どもの利拾を

最大にするよう保障する

-児市への給利を充たする. 1児辛手当、住宅手当、育児休業給利、小児

灰療、保育判的上限設定等)

「危機にある子どもJ (要保護児市対策) 虐待や不十分な義諸に対す

る対策を講ずる。

(~)包県対策

人IIの 1/5は外岡'[まれか親のどιらかが外岡'[まれの状況に鑑み、

新規移民の語学・丈化救nの充実等包摂対策を充実するとしている{

(6) 各組オ〆フズマン制度による差別との闘い

平等機会オンフeズマン、民族ZE日Ijオンフeズマン、障害オンブズマン、件

差別寸ンフゃズマン、同等教育平等取J!l法等の措置を謂じてきたが、 20凶作
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には一般的な差別禁 11法を施行するとともに、チどもオンブズマンも設け

るとしとし、るじ

必殺刊所へのアクセス

特定ケースの無料専門家相談や証人費川の保障を請じるとしている A

必犯罪の予防を進めるとしている

[主要立目標]

札I 共通同標である 20111年ま Pに *î~'泣い71こ弱い立場の告の数をかなり減少す

るために、千十会扶助基準以卜の出、相対的貧いトIk!(阿封の所得'1'火値の60%以

下)及び子どものいる家挺の相対的貧困層の減少に取り組むとともに、不完~

な成績で10.務教育を卒業する11徒数の減少ペJより両度な教育に進学する人110) 

刑加、雇肘のt円加、薬物 飲州 l製併を経験する子ともの械j;¥薬物ft加の治

療受け亡いる者の増加、ホームレスの数の減少などの目標に取り組むとしてい

るバ

[特別目標]

スウェ デ〆における独自の特別門標と L'Cは次のものを clfている。

労働力率80%日棋は2003-2005年元liiIiIにおいても有効である p

同際的な径凶状況の'1'で就労回の出者である若者、移民、失業者、高齢

缶、|持?作.~の就労刈策を進めるとしているの

福祉依存者数半減門標は2川'-j-2(泊5年計両においても有効である{

必 傷病休業 11散の2002{1の数'7を2008{1までに半減寸るわ

ス1うェーデンでは、日本の健康保険制l支の傷病手当金と同様に、傷病で休む

とその期間は従門111目合の 8制(11本は G剖)を支給するが、主として女性の取

得日数の増加が問題となっていたυ このため、 Tト業ょに職場出j克の改苫を促す

とともに、事業烹の負jH部分をJ曽やしてその取り組みへのインセンテイブを強

化し、 2川18年までにその日数の半減 fることを同標としごいる。

ウ目 EUの2005年統合報告書の評価ツl

[統合報告書の批評]

欧州委員会の 'Jo川 tReport 011 Socialドrotediollanc1 Sucial InclllsiollJ (200:' 

4下1H) に添付されている IC(川 llllIssIonSla[[ 'i¥川kingPapcfJのスウエ」デ
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ン首Eうfでは以 fのようなよ述が見られる。

貧困半 9%、子どもの貧困 7%と貧困半が低く、若手干の教育達成半も比

較的尚い、平均寿命は EU~O)両本準であると汗伺する ん、 "1常に同い

出齢者の生凶年齢に対する比半J止、現在の福祉国家の強い連帯l阜、珂を維持

する能}Jにとって、将来的な謀組であるとしている

今後の課題として以下の出を卜げている{

ー急激な依存人11比江戸町!昇にかかわらず伺布|阿家の強い連帯原理を維持

ずること

ー長期傷州休業の収得口数を吏に減少し、すべての者の健j棋を己主普する努

力を続けること

ー移民U川、利益、特にJtfI用に関するィ、利益の減少政策の効果を同察すること

・健康の更なる推進と労働巾場からの早期引退を防 rl".-tることで、より長

い就労小川を送るようになるよう支綬すること

工考察と日本への示唆

ここまで手厚い私余保障、しかも杉民も差別しない背遍的なiVIJ慢は、包民政策

の つの刻、己主占と思われる。しかも、更に野心的で達成がかなり困難な円僚を拘

げて、ヴ:)働力率や干仏社依存者の率を一層「げようとしている点は評価に価tる。

他方、それだけの朴会保障を維持するためにも、税・社会保障負担が日負担

円上に、 J)I社以上に男女、更には尚併話がともに働くことが期待される社会を

け指トピ要が出てくるのであろう υ スウヱーデンでは就労も E要な社会的包摂

の形態であ t)、それを実現するために、教育・訓練・個別の折再等の教育及び

積板的労働市持政治を講じている υ

また、 11本ほどではないにせよ205011に6;')歳以上人11は23%に達し、!I産イ

齢(15-64;，λ)人口に対する65歳以卜人口の比半は38.4%に達していると子担IFこ

されている。その中でJ)Iイ1組模の社会保附や包t!l対策の体制を維持していくこ

とは確かに大きな諌題であろう

リゼ)日本の2050年の尚齢化平、尚歯者人1I/'Ii歪作齢人11比

211日)年日歳以上人口比率 3S.6% 

65歳以|人11/'1産年宙人11比 66.5% 

山典。凶立社会保障・人口問題研究所「円本の将;1(推計人口J(半 b~14年 1 月)

'1 '1才推計
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叶究ノ ト

(2) ドイツ、

ア 前国家行動計画の目標の達成度及び進展

2001-2町13イ|の凶家行動RJ-l由で述べられていたように、尚失業率特に尚い長

期失業半が、貧困と社会的排除の原因ときれ、対策が講じられてきたが、経消

の停滞もあって失業京は2002fH:l)年内ぴ上昇し 9%台に 11まり、長期失業京も

rZ止まりしているじ If;':5)また、労働力率も改苦していない (表 6) 

2003;':下、前政権のンユレーダ一首相は 2期日の施政)J室|説説 fA只cnda20l0J 

で失業の減少や社会保障の持続可能性のために、労働巾場の改革平医低保険、

ザ金改品等を表明した。また、夫業の多さの町長には、先業者。〉能}j開発(溶

在能力の活性化)、何々の史染者向ニーズに).i'，:じた相談なとの活昨イヒと労働計

と企業のニースに応じた職業料介サーピスの改善が必要という「ハルツ委員会」

(フオルクスワーゲン社人事担当取締役のハルツ氏を委員長と「る委員会)の

判告を受けて、労働市場改午のためのiH平 Ijob-i¥QTIVEi1、)改ifが行われる

と字、この時期は、太規棋な制度改止に取り組んだ時矧であった

以下、 2003-2005年計阿の H章では前計而の成果と L-C次の事J頁が卜げられ

てしミるぞ

a 経済活動への参加の促進

[27J 

K~~失業者と社会扶助受給者に械を見つける

2001年から :JO地H:において、l'vloZArT ¥モーツアルトj プロジェクト

が行われた。これは、公共峨業安J定疋所と地ん白治体σの))社士2公=悩祉行政を行う

干社上会す

卜ツブf化じを試行寸るもσの〉で、これら的受給話の就職支緩にj史、/ったとされる。

ハルツ委f司会報告を受けた労働巾場改弘のためのは、律のうち第一法と第

一法が2003イ|に施行されたっ

(注) 1. rハル Y第 II、」のよな内'谷

全国の公共職業安定所に求職サービスだけでなく、社会保険事務所

のわうキ討すサービスもわう「ジョプセンター」を設問する。これは

地域的に段階的に哩入していく c

失業計の義務の強化。長期失業計はこれまでj:J、上に移恥を伴う求職

活動を求められる。職業料介を断る場f干のIR否理由。〉明伴化干、ィ、

十分な求職活動への段階的な制裁拾肖の導入などをわう。

公共職業五定所に人材サ」ピス機関をl泣置し、失業者に派遣労働形
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態。〉就業機公の松供等を行う 0

2. rハル Y第------ll、」のよな内'谷

ノ:;働省本人の社会保険負fH義務のない僅少賃<i;:J;耐(ミニジョプ)

に該当する賃金の卜限を月325ユーロから400ユーロに引きトげるu

.個人株式会社による自営業省に対する助成措置等を「高ビる。

移民の基礎的訓練あるいはきらに町民生訓練への参加策を講じた{

(3) 重度障告者の職業/1活への参加を進めた。

2川)2年までにiTl度障害者の失業率を2;:)%下げる同標が半てられ、概ね達

成 (tl%低 1') された〕

(1) 若者の失業との闘い}

いくつかのフ口グラムが誹じられ、施策の参加者では、 31%は就職又は

11常業の起業をわったと報告さ ILTいるが、表5で見たように令休の苫計

失業，十は改善vcいなし、。

ノくートタイム最尉

2002年の年金E土中で育児により就業時聞が50百以下のパート労働に従事

した.~.の年金資格を強化した。

さらなる訓糾と牛涯学習の充実を阿った。

b目資力、権利、財、サービスへのアヲセスの促進

高齢者と降宅金者の必要に応じたJt;健保障の押入

2ω3イ11 J Jから、 63歳以上の両齢缶と院学的原凶で継続的に就労P不能な

18坂口卜の障害者む、社会扶助水準の最低生活が常めない1Tに、ての不足

街を支給寸る悦財源の基礎的保障制度が作られた。社会扶助と|門l様地)J白

治体が主体だが、家族には年以が10万ユーロ未満であれば扶主義務をもと

めないことで、 I[情保護のステイグマ!惑を持たせ:ないようにしている

その他訓練の補助、資栴の乏しいす干の補助、住宅政能等の成果が報告き

れている

c 排除のリスウの予防

o 11百披技術からの阻合、D¥対策、過剰債務対策等の成果が'HH:甘されている。

d目障害を持ち最も弱い者を支援する

。I牢在者、移民等のリスクを負ったグループへの対策、小平IJな地域の文援

策である rTheSocial CitYJ等の成果が報告されている{
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叶究ノ ト

イ 2003-2005年の戦略的取組みと主要課題

[4つの目標J200'1-2005年の計四1は次の 4つのけ標を掲げている b

m 社会の均衡の僻保一能}JOJ向上

公平な参加と機会の平等c 社会的排除の f防とそれとの闘し冶は持続可能

な干防政策の校であり、人々の絞会の実現をもたらすものである必公があ

るとしてし、るじ

(2) 人々の参加を組織化する貧川と社会的排除。〉予防

貧困と社会的排除リスクの減少を辿邦政府の政策の中心とする。社会保

障は、行令七日J能性、世代阿の公平、人/1の重大な')スク克服への信頼性を

最)dLするよう設オするとし亡いる口

このためには、優れた7校教育・職業教育、収入条件の改善、イ|事と家

妊の山立支提策よって、変化 rる社会においても、機会をつかめるような

教育と醇用政策が必要となるとし亡いるー

(U己) 責任の強化と持っているi帯存能力の活1'1化

ネ十会保障市IJI支は牡会ヰ日に参加できるようと主1'1可の自すを WJ能にすること

を目的と tるp

fyJ電と要請J 1.原理伴う 自己青{干の強化と潜在能力的1'/1性化は、貧困の

循環防ぐ前抗条刊であるとしているの

(D 所得保障を貧困に対して耐性のあるものと宮る

社会保障制度を新たなニ ズに向かつて強化する-h、 |分な水草を維

持L、保有の利「日を妨げる障壁や桁芹を明確にし、それらを克服する方iJ、

を明らかに寸る。 他)J、社公保障制度は人II構造の変化を展望したものに

発民 Fる'"要があるとしているじ

[主な政策の取組み]

(I)Hti負需用への参IJIIの促進一万働市場への包棋の焚励

a 教育・訓練

社会的扶助是給の長期失業昔、職業資格の乏しい者、重度障会者、移民等の教

n干訓練によりこれらの園地抱えたグループの職業資格をlirJ上させるとしている口

工ともや持者。)y期かっ個別の対策による教育改革、全日前IJザ校への移行。

格民の子どもの追加教n・読み青き能力の強化。職場での教育と辿ほした学校

における職業教育(デュア)レシステム)。若い母了家庭の母親の教育訓練、旧
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東1虫の州を対象とする訓練事業 ITraining Pro町 ammcEaslJ (1 イ 000の ~II棟所

を設け、長期失業やそのおそれのある 1;)-25成の社会扶助、失業給付受給者10

万人を対象に寸るし等の各事業を実施寸るとしている c

b 労働市場の改革「ハルツ」第 3法と第 4法の施行

lハル、ノ」第 3法

-連邦尾川庁がサーピスの近代化、対IJ'判仁ができるように独立性を強化する A

E 業務内容の簡素子7理化と職員の職業組介部門への集'1'j走入。

・ジョプセンタ グ)令凶民間

「ハルツJ [:f~ 4法

-社会扶助と失業保険別問が切れた後に支給されていた税財源の失業扶助

を再編統介する。

従;j:、失業保険の資格のない告は史業扶助が支給されなかったり他方、

社会扶助と失業扶助の両方を重複支給される場介もあった。

-そこで、失業保険の支給期|日l終 fiをについては、抗)J能力がある者は却l

たに設けられた税財源の「うた業給付 ITJのみを支給されることになったハ

この給付は従米の失業扶助が以前の賃合に比例していたのに対して、 A
傾ご社会扶助と阿水準の傾となる。うた業給付 Hの受給者はジョブセン

ターで1μ月就職に向けて{同別の就職の指導助言を受けられるぐ

・他方、就労能力のない者のみが、社会扶助(牛18保護)を受給すること

となる。

社会を子どもや家族に優Lいものにするため、以下の諸施誌を講じると

している

18内ドイツ地域は保育l町、特に 3成未満対象の施設がノL、ないので、その

充実を|主|る。

1;;性の雇用半1"1卜のため、 n恥業のための訓練・徒川コースの 4害lを

ιf上に振り向ける。

労働時聞の柔軟化のため労組、経常粁協会企業との協力を強化「る

不公定な)暗坊にある家族(片親、移民、過剰債務等)の相員長等の支伎や

Il、 (更に嵯内暴力)対策を講じる{

|牢在者の参加と自己決定の増加

障害者のリハビリ、職業訓練によって、市民障害者の失業率を低下させ

るとしている。
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ぽl 移民の包棋を進める。

ぽl 貧困に特に影粋を受けやすいグループの参加の推進

ホームレスの防Iiと根絶(家賃滞納による退士処分を地}J裁判所は社会

扶助す寸た!肝に通告する)

麻柴対策。 ISocia! CitYJ等恵まれない地域の作亡、 扉財、経済、社会

等の総合袖策じ~どの諸施策を講じるとしているじ

ウ目 EUの2羽0∞0侃5年統合報告書0のコ評イ価面2

[統合報告書の批評]

欧州委員会の 'JointReport 011 SocialドrotぞctiOllano Social InclusiullJ 200S 

4下に添付されている rComlll刊誌ionSla[[官 orki時 PapcrJのドイツ部分では以

下のような記述が見られる}

ハルツ第 iから市 4i1、は、労働巾場の構造改中と失業給{.Jと社会的扶助の統

合 手jJ働市場構造などに深く Ef響する改革を行った。この{也、ず?省の失業と障

害者の雇用参加、仕事と家庭止令市町両ウ支伝競等多くの施策を行っ亡いる ま

だそれらの改革のぷ期的効果を汗価するのは半すぎ、引き続き注g深〈縦察す

る必要があるとしているレ

また、将半の課題として次の点を上げているの

ハル Y第 4iJ、の改正の影響ごより多くの者が貧困とならないようにする

べきである。 1 なわち最も ~f&弱な人々の所得が佐保されるべきであるが、

他方、就労能力のある1Tは、失業給付日の受給か、社会扶助受給か、ある

いは何の給付も長給していなくても労働市場への参加を|分支援されるべ

きである A

必 移民の持続可能な社会的包W，策がl講じられ、凶、地ん政府の厳しい子賞

状況の中におし、ても、十分な実施が確保されるように「るべきである

(3) ~齢者のより長期の就労 '1 活の焚励と補足的な民間作令への参加を促進

することで、年金の水準が十分に格差なく支給されるようにするべきである{

工考察と日本への示唆

トイツは職位別に分かれた干十会保険'1'心の社会保障干、イ|事と家庭I1活の両

JL支援策が諌題ごあるなど、円本の社会保障に参考になる)VI-が多い凶である}

他方、低い相対的貧件|平にみられるように、日本よりもかなり什会情柑ペコ社会

]
 

1
 

3
 

[
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保障の充実した凶でもある。

また、労働組合が強く、労働者の保障が厚い固であり、での柔軟性にかける

労働市場が新視聴崩を噌やさない原凶とされてきた。他);、失業率のしっこい

市さの背景には、 90年代の*50，との統合による社会保障や財政への影響、移民

や外凶人の多さ等]]本にはない附恐を抱えていることも 4唱、する必裂がある。

そのような囚緋な状況の中で、今同れわれたハルツ辺、等の 述の改革が、労

働市場の改革やろ任業平の改舎に、とのような成果を']むのかは、日本にとって

も参考になる!肝が多いと目、われるつ

(3) イギリスフ5

ア目前国家行動計画の目標の達成度亙び進展

(D 雇肘への参加

イギ 'J又は、が4に見られる比較的好調な経済にも立えられ、E1 低

い失業率 L表;) 2004年4.7%)と、 ι1I日棋を超える労働力率(表 6 2()例

年全体71% .1;.".性65.6対等)を I圭成しごいるが、特定グループ(州人、陣

官昔、片稿、少数民政、 i丸刈失業、 50歳以上の省、救育・資格が乏しい省、

不利な地域的住民)のJド労働力十、の而いことが依快と IJ，*題と詳怖され

v亡しミる p

また、傷削や障害等で 4日以ト就労できない者は、長長28週間使用者か

ら法定f引内 F当が支給され、 29週以降は凶~{灯台の拠出攻 ft を{荷た L てい

れば、国民保険市IJ)支より就労不能給付が支給されるが、その受給1Tが失業

給付である求職省子当を上回る270万人にYえんでいることから、新たに彼

らの就労支援策が諌題とされてし必 υ

(必 貧休|層の減少、特につ「ともの貧阿の減少。

衣7に見られるように、相対的貧困層に属する干干の北半は他の 2固に比

べて同く、ヰ?に貧体制にl可する子どもの数については、 2020年の根絶を目

指L亡、21llll年に半減する同標をi てていたが、2002年には更に21川4/200日

作までに低所得世帯の数を 1/4減らすという '1'間口標を表明している。

支?に見るとおり、 1999年の29%から2川14年に24%まで減少しているが、

まだ長期的o標達成にはかなりのJJ策が必要とされる。また、教育の達成

度が己主書したと評価されている{

小平'Uな地域の格差の足if
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都市のインナ ンテ人地んの治岸地域ペコ単一産業の町等は、低本準の

住宅、口い失業、低い教育 医療水準、古い犯罪半等技合的な問題を抱え

ており、少数民放や黒人の70%はこの地域にitむとされる。格差はある税

反縮小したものもあるが、引き続き諌題ときれているυ

イ 2∞3-2∞5年の戦略的取組みと主要課題

戦~(\の 3 本社として、 (J 社会if去を伴う強い経済成長の実刻、 C~)柔軟な労働

巾場により、倒」ける者には仕ポを徒f止すること、第 紋のサービスを利肘し

やすく、かっ費用的に求めやすいものとすることを掲げている〔

[EUの共通目標達成のための取組み]

札!の Jl通同標にi丹ったイギリスの取り組みのヱなものと Lては:t}(のものを

掲げている。

甲刷への参加促進として次の施策を訟じることとしているの

-積極労働市場政議とし亡前計阿かPつある NcwDcalやJobccnlcrPlusの

他、上記アでJ2liべた杭j}不能給付者に対するパーノナルアドバイザーに

よる個別就労x援対策のパイ口ソト事業である (Palhw町 low(川引を

2川)3年から地域を|出疋して開始しているの

-仕事からの収入を相当なものに (make¥v川 kP川 jするために、税控除、

最低賃令制度、男女の賃<i;差解消策を活ヒる。

.~技能で適用性が古い労働力創出後として、成人の本健的読み吾き目算

数能}JOJ向上や!I涯学科としてイ十事に関連した教育訓練を充実する

-家族に優ししワ?ブローチとしての保有川の計問的主主制IJや柔軟な労働環

境を進める。

・世数民族対策や不利な地域の雇用プログラムを推進「るサ

♀己 資}J、権利、則、汁 ピスへのアクセスの促進として次の施策を講じる

こととしごし通る。

[:l:J] 

ー社会的保護ンステムを受動的な給付支払し、から自すを iJ~~す積極的f 1組み

へ己主苦よる{

¥¥rorki問 TaxCrcdil、ChildTax Cr仁diL等の税控除の充実する他、新た

にChildTrustトuudの施策を講じている口これは、 2IJIJ2年日月m年生ま

れの子の問'1時に II@に250ポンド(低所得者は500ポンド)支給し、家族、
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友人、て子ども白身がこの 11座に貯合できるようにする。 11座は18歳になっ

たら利用可能とするものごある i 貯蓄の習慣をつけさせ、将来の宵立に資

寸ることを期待している。

-教育と医椅の予算を増額(医療は200;)/2川16年までに GDP9.1%) L 、

全体の本準を向上するとともに、地域格差を足 1卜する c

-公常f土との水準I"J仁ホームレスの減少、貧困ずの暖房燃料対策等を請

Fる。

排除リスクの予防として、次の胞策を講じることとしている。

.!J:性の家族の安官介護によるィ、千1)を防止するため、子育て期間等の年{t

資格を優遇する{

ー要lq:，生児並の保護、特に16歳以降了州通ら V期に離脱して就労も教育ー

訓練にも従事しない NEE.，対策として、 fConne文lonSJ事業をモデル的

に開始している。これは、]3-19歳を対象に、個人アドパイザーが、教育ー

ヰャリア形成 薬物・いじめ問題の助言指導を行った i)、状能救育に誘

導 ずるものだが、日本の引きこもり NEETとはj主って、貧困出の了捕

に多い虐{，IJ ・放置、 f子'1交の怠業・中退、家山、不艮行為など't.:-保日立児童

対策の色彩が強いい

-年金受給者の貧困問担は、前日|幽でもJ2liべた年令クレンツト法による所

得保障がある。

・その他↑古-}'A通信技術 (ICT)への対応)Jの格差対策、金融排除刻策、 i直

E債務者保i，，~\芹日Ij、耕民、ホームレス等の不利なグループの保護の他、

不干:IJI土地域の総命的な対策に取り組む。

①l あらゆる関係者の動RとLては、分権化きれた地域政lイナ(スコソトラン

ド、ウエールズ等)、地ん白品、のイ也、ボラシティア同体、社公パートナー、

貧困経験者自身の包摂施策への企丙・だ地等への問日を))eめ亡いる{

[イギリスの優先課題]

イギリスとしての2003-2005+の計画の優先ぷ坦としては、次の項目を伺 ~， -y

ている。

非就労者への対策 相有|交給者や就労不能給付受給者の就労自.r対策

(2) 男女の賃金栴差減少

(0)貧ト刊の根絶 2020年根絶、 20l0'e下半減の日標に向けて雨水準の r0) 
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貧同q"り組む

①l 地域格たの解決 具体的な最低H探の設定による教育、医療、住宅、 J~

事或格差なと、の諸問也を解決寸る。

ウ目 EU の2005年統合報告書の評価~6

[統合報告書の批評]

欧州委員会の IJoin l Rcporl on Socinl PrOlcclion and Social Incl USiOIlJ 2005 

年に添付されている rCommissionStaff ¥¥'01'1ζl時 h肝 '"J のイギリス部分ごは

以卜のような記述が見られる。

(D好調な経ほと雇刷のヲeJRにより、労働力平の高さや失業率の低きはト U

平均を!回っていると評制する。他lJ、失業や非就労が、不利な地域の件

民平特定のグループ(1，子、高齢者、資格のf'"'折、少数民族等)に集中

し亡いること、就労小能給十l者が2001午で労働人円の 7到にも及んでいる

ことは懸念を生じさせるとしているの

また、労働市場の好調さにもかかわらず、相対的貧困子、が而〈、その'1'

でも付千世惜写の比率が高いことは問Uであり、これはチともの貧困率が

なお24%と高いことのl車問ともなっている。

2以)3-2005年のイギリスの日1I曲は広範で包括的な戦略を維持している。

働ける者に仕事のアクセスを促進するとともに、働けない者には十分な収

人の支援と尚品百のサービスを提供することを封げているハ

また、主要け標として子の貧困の恨絶を掲げ、最も不利な地域での早期

教育、家扶支綬策、保育所対策等の総台策を講じており、これらのサ ピ

スは今絞]()年 F全国民間の子たごあると概ね好立的な許価をしている A

(主〉 イi金制度については、イ|合クレジソト制度導人による低イl余層的所得保

障を許価する一方で、民間年金による貯蓄が不十分とな札年金クレジソ

トによる補充に頼る受給者のネがJ盟える場合には、財政の持続iリ能性は、

将点影響を受けるかもしれないという注巳喚起をqJつ亡いる口

(4) 今後のぷ題としては次のものを|げている c

[3riJ 

-子どもの貰い貧困率干、低Jyi得田低賃金が女件へ集中 LTいる問題への

取り細みを行うこと

-貧困と社会[円排除の地方、 11治体聞の持続する不均衡への対Lじをわうこと

ー特に貧しい地域を'1'心に、必要な保育サーピスの提供と購入叫能性に|勾
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する最近の改干与をさらに進めること

-退職にi耐えた貯蓄を支援することで、年金の水準の杭11の問題に取り組

むこと

工考察と日本への示唆

イギリスと日本J土、失業率が低く、労働力率が比較的古いこと、スウェーデ

シやドイツに比べて社会保降や社会伺引が rl乎くないこと、逆にア?えばそのた

めに働くことを余慢なくされている部分があること等の共通点がある。また、

表 8、9でみたように、 OECD0)出査によれば日本の相対的貧件|ネは、 イギ

リス、アメリカ昨みになっ亡きごいる

i也lJ、イギリスには、失業保険が切れた後も、 ミーンズテスト付きの求職者

手当があること、低所得の就労屑ゃ子どものいる位帯の税作除、住'"手当、年

金クレンツトU、による貧同老人対策等、近午充実L亡きた社会扶助(作山保設)

以外の対策があり、その附では刊本より充実した包倶Ji'iもある

また、 iu、wDc礼lや Conncxionsをはじめとする持組の積極的労働施策は、

H4えでも問題になってきている若者を中Jいとしたフリーター、 KEET対策の

不峻となる部分が多い。

H本はここ l()年ほどで:7iii-の.11止規労働桝加、もともと格差の人きい高年齢

層の増加等により十件去が!ムがっ亡きているが、イギリスほと|叶定した怖去はま

だ存杭 Lないと思われるわその意味でも、現有三イギリスが貧困の世代!日j循環の

打破や子どもの貧困対論に取り組んごいることも、日本にとって参考になる部

うrも多いと型、われる。

U 終わりに ソーシャル・インクルージョンの日本の政策へ

の適用可能性

最後に、簡単にソ シャル・インクルージョンの円本の政策への適肘可能仲

について、界湿するとともに、今後の研光ぷ題を述べてみたい〕

町民事情。〕共通性と、受動的給付対策ではない、積極的包摂策としての

ソーシャル・インクルージョンの有効性

EやlVで述べたように、 ClJがソーンヤ)レーインクルージョシに取り組んで
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いる背京事情である(1)グロ 川ルイヒや知識基盤経済化を反映した労働市場。〉変

化、 (2)少子市齢化などの人口構造変化がもたらす給付と負担関係の緊張の布ま

り、司、家族構造や男女の役割の変化なとは、 11本にも共通寸る状況である

こうした状況の中で、失業者や非典剖就労による就業低iYI-得層の増加などの

新たな貧ドド|リスクが同まるとともに、イl全等ぴ〉世代|叫の給付と負jHの緊張。〉同

まり干、厚生年金からの脱落、国民年金の未納 未加入去と、従米の社会保障

制度で|分対応できていないニーズも同まっているが、現在/えぴ少 f尚齢化を

踏まえた将半の財政の窮迫状川に踏みれば、受動的な給付のずし実策ではなく、

できるだけ働ける者には働いてもらう、そのために積極労働政策として支妓す

ることは、政治的合巳を得られ干すい方策であろう}

また、千日制先進阿であるスウェーデ〆、 ドイツにおける状況をみても、就労

11立平部分就労による社会参加は、社会保障給付費肘削減とし寸消椋11力な且味

だけでなく、社会参加や干十会的包摂策としての積極的意哀を許制すべきと考える。

特に、刊本では、これまで也会保障や社会悩社のウヱイ lはι1先進凶に比

べて小さく、うた業やと主計の保障は、新羊時大量ぽ用による職地での教育訓j婦や

終身照附など、会社における保障に依存する度合いが人きかったの

また、地H.対策にしても、公共'lf業、地方交付税等の同からの所得移転策に

依存する度合いがんきかったわ

それら前提となる経的・干十会的な来繋がここJO'Fほとで急辿に崩れている '1'

で、 EUにみられる教育・川練・技能向上・職業紺介などの積極的:;J働市場政

策の充実や、地域が上林となって官民、 NPO等の社会的パートサ が)1，:に対

策を検討し、優先諜也を決めて令意1る地域的包摂・振興策は、主主主になる部

分が多いと思われるサ

市J!査の谷聞の弱者のニーズに対応する多元的・動態的な「社会的包摂」

の視点の布効性

f並木の雇用政策平社会保障政策は、比較的んきな集凶に )1、;f!i-j-るリスクに社

会保険等の制度で対応する場介が多かったc また、結果としてI1じている問題

状川、リスクや貧困等にそれぞれの川管行政が教育、労働対策、 lifi得保障、福

相対策等別々に対応することが多かった。

しかし、最近のホームレス、フリー夕 、 Nι川、長期史業による生活保護

交給者、氾単虐待、 DV対策、引きこもりなど、従来あまり認識されなかった
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制度の行l叫に陥った'~'の新たな附也が '1 とている c

また、ての解決には福祉、教育、雇用等の部局が↑同別に対応するよりも、住

宅当同やSt察、I¥P()等と従来なとみの薄かった分野も含めて総命的な対策を

請じた方が有効に解決できる問題も多くなっているυ

その意味でも、""'、古場にある者の個別のニ ズに敏感に、多元的・総令的・

動態的に問題を捉える「ソーシャル インクノレ ジョン」の悦4白は有効と思われるつ

今後、円本におい Cも始まりつつある生活保護受給者の労働部局と辿挺した

自¥r就労支緩や、年金等の老後保障問題、少了化対策と fともの貧川対策等日

本の政策分野への適比、可能件ヘコ先進ポ例の調存について、 f古を改めて研究して

いきた¥， .~ 

(注)

1 Janic Pcrcv-Smilh (2000) 'IntroducLion : Thc Conlりurso[ Social Eぇc1usion'，in 

J Percy-Smith (，吋)ドolicyrespollsぞsto Socialド町l11Sioll，Opell UnivぞrsityPress p1 

J ulian Lc Grand and Da、idPiachaud (2002) 'Introduclion'， in J Hills， J L Grand 

&. D Piachallll (帆UUnderstanding出xialE文clusion，OxforれJUniven，iりP町出 p2

3 Amsterdam Treatv (1997) Artic1e 1お Artic1e137 

，1 Cornm日 sionof lhc Europcan C叩川u山 lics(1993)日以 kgroundRcpoγL: Social 

Exclusion-P。、ぞrtvalld Othet-Social Pt-oblems ill thぞ EuropeanComtnunitiぞS

ISEC/B11/93 

" Lisboll Eurupeall亡ouncil(2000年3月出目、 24日.Preside川 τCunclusiun

paragraph 5， 30 

(i Stockholm Europeall COllllCil (2001年 3月2:-;日、24日.Presidency Conclusion 

paraεraph 9 

Lisbon Europcan Council (2000年日片23、24日人 Prcsi山 ncyConc1usion， paγa 

gragh:j2 

お Fiヌhla只mnslr川 vcn.yand social cxc1usion: COIllmon objcclivcs [or lhc sccond 

rouno of N川 ionalActioll Plalls，日nl出ぜ1sEllfopean COllllCil (2002年11月)

9 Joim rcpon on social inclusion (2002) Europcan COlTImission， Kcy strucLural 

ch礼ngcぉ p21-23

tO Berghman， J (1995) .'Social Exclusion in Europe: policy context and analytical 

JraIllc¥vork'， in G. Room (cd.)， Bc、ondThc Thrcshold， Thc 11c乱おurcIllcnland 

A nalysis of Social ~:文 Cl11Siüll. Hristul: TheドolicyPtぞss，p12 
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